
１．調査のポイント① 

（１）重点分野関連事業の整理 

 「子ども・若者」、「高齢者」、「生活困窮」又は「勤労世代」を対象者とする取組
について、重点分野に関連する取組として紐付け。 
 

【事業一覧における整理】 

 ◎ ・・・ 重点分野に深く関係する（明確に対象者である）取組 

 〇 ・・・ 重点分野の観点も一部に含まれる取組 
    ※「子ども・若者」の中で、子育て世代に係る取組については＊印を付記 
 

   子ども・若者の対象者：子ども（生徒、児童等）、青少年（概ね35歳まで）、 

                  子育て世代（妊産婦等） 

   ⇒子どもや青少年に必要な取組と子育て世代に必要な取組は趣旨が異なる。 

  

 

 

自殺対策関連事業の棚卸結果 

 

若者特有の社会環境等に対する課題対応 

（例）・進路問題  ・家庭環境  ・いじめ 

   ・生きることに関する正しい教育 

 

 主に育児・家庭環境に特化した課題対応 

 （例）・育児の悩み  ・家庭環境 

    ・離婚や死別  ・経済的状況 

子ども・青少年 子育て世代 
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１．調査のポイント② 

（２）取組内容（対応の段階）について整理 

 ①事前予防（普及啓発、人材育成、生きる支援） 

  普及啓発 ・・・ 市民向けの普及啓発の取組 

   ⇒例：ポスター、チラシ等による普及啓発、ホームページ等の整備等 

  人材育成 ・・・ 市民・職員等へのゲートキーパー養成の取組 

   ⇒例：相談担当者の研修や市民向けのゲートキーパー養成研修等 

  生きる支援 ・・・ 生きることの促進要因の支援・阻害要因の除外 

   ⇒例： 

 

   ・自己肯定感の醸成（自分自身や社会的少数者への理解に関する啓発・教育等） 

   ・居場所づくり（コミュニティへの参画、社会上の役割づくり等） 

   ・危機回避能力の向上支援（詐欺対策、防災、貯蓄、健康づくり等） 

    

   ・身体の不調や家庭、学校、職場等の社会環境における支援（生活支援） 

自殺対策関連事業の棚卸結果 

促進要因の支援 

阻害要因の除外 



１．調査のポイント③ 

 ②早期対応（早期発見、早期対応） 

  早期発見 ・・・ 自殺に至る危機の早期発見 

   ⇒例：窓口や訪問による相談、相談窓口掲載パンフレットの作成等 

  早期対応 ・・・ 自殺に至る危機の解決に向けた直接的な対応 

   ⇒例：生活困窮支援、経営・就労支援、いじめ対策、債務整理等 

  

 ③事後対応（再発防止、遺族支援） 

  再発防止 ・・・ 自殺未遂の再度の自殺企図防止 

   ⇒例：自殺未遂者に関する情報把握、関連機関の連携、未遂者相談等 

  遺族支援 ・・・ 自死遺族への支援 

   ⇒例：自死遺族の相談支援、自死遺児の生活環境支援、コミュニティ整備等 

    

自殺対策関連事業の棚卸結果 

各対応段階における取組の内容や量が十分であるか等を評価し、 
計画における取組の方向性を検討 



２．調査結果の概要① 

全体の回答数：計１２９事業（３１室課・１１２事業、４団体・１７事業） 

【重点施策別の回答状況】 

（１）子ども・若者 ： ６４事業 

 事前予防・・・普及啓発：５事業、人材育成：３事業、 

         生きる支援：５１事業 

 早期対応・・・早期発見：３７事業、早期対応：３４事業 

 事後対応・・・再発防止：８事業、遺族支援：０事業 

（２）高齢者 ： ３５事業 

 事前予防・・・普及啓発：４事業、人材育成：２事業、 

         生きる支援：３１事業 

 早期対応・・・早期発見：１７事業、早期対応：１５事業 

 事後対応・・・再発防止：７事業、遺族支援：０事業 

自殺対策関連事業の棚卸結果 
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２．調査結果の概要② 

 

【重点施策別の回答状況（つづき）】 

（３）生活困窮者 ： ４４事業 

 事前予防・・・普及啓発：４事業、人材育成：２事業、 

         生きる支援：２９事業 

 早期対応・・・早期発見：２１事業、早期対応：３２事業 

 事後対応・・・再発防止：６事業、遺族支援：０事業 

（４）勤労世代 ： ２１事業 

 事前予防・・・普及啓発：４事業、人材育成：２事業、 

         生きる支援：１５事業 

 早期対応・・・早期発見：１２事業、早期対応：１３事業 

 事後対応・・・再発防止：４事業、遺族支援：０事業 

自殺対策関連事業の棚卸結果 
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３．調査結果を踏まえた評価（総論）① 

（１）事前予防の取組 
 ア 「普及啓発」・「人材育成」の取組が少ない。 

    自殺対策に関連する事業は多数。しかし、現状では保健センター等が実施する 

   自殺対策に関する包括的な「普及啓発」・「人材育成」が中心。 

  ⇒自殺対策関連事業における幅広い「普及啓発」・「人材育成」が必要。 

 イ 「生きる支援」に関する取組が幅広く整理された。 

    これまでの自殺対策では関わりが少なかった室課等からも「生きる支援」の取組が 

   挙げられたことは、今回の調査における一定の成果。 

  ⇒計画策定を契機に、生きる支援に関する取組が自殺予防につながることについて 

   さらなる理解を深め、全庁的に「生きる支援」の取組を推進。 

（２）早期対応の取組 
 ア 「早期発見」・「早期対応」の事業は多数実施されている。 

   重点施策を含め、様々な自殺の危機要因に対して個別の相談・支援に係る業務は 

  既に幅広く取り組まれている。 

  ⇒各相談・支援機関等の連携により、複合的な問題への対応強化が期待される。 

自殺対策関連事業の棚卸結果 
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３．調査結果を踏まえた評価（総論）② 

（３）事後対応の取組 
 ア 「再発防止」の取組が一部のケースワーク等に限られる。 

   市の事業では、自殺未遂者についての情報を包括的に得る仕組みがないため、 

  取組を行っているのはケースワーク等の市民等の生活に直接関わる者のみ。 

   一方、吹田保健所（府）では、吹田警察と連携して「自殺未遂者相談支援事業」を実施。 

  

 

 

 

 ⇒吹田保健所を含め、自殺未遂者への対応について関係機関・部局の連携が必要。 

 イ 「遺族支援」に特化した取組がない。 

   遺族に対する支援を行うことは自殺の連鎖防止という観点からも重要であるが、 

  本市では現状におい遺族支援に特化した支援体制がない。 

 ⇒包括的な「生きる支援」の取組等の強化により遺された者への支援を推進。 

自殺対策関連事業の棚卸結果 
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【自殺未遂者相談支援事業】 

 吹田市内での自殺未遂に対して、警察が初期対応を行った際に本人や家族に相

談同意の確認を行い、同意が得られたケースについて保健所が相談対応を実施。 


